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　〔所管部局が記入〕

 １　県の施策推進における法人の役割

（いわて県民計画等における県の施策と成果測定目標）

(1)　法人活動の根拠となる県の施策

No. 担当課

1 ものづくり自動車産業振興室

2

3

4

5

6

(2)　上記の県の施策における目標（上記(1)のNo.に対応）

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

1 件（累計） 30 60 90 120
2 件（累計） 5 10 15 20
3

4

5

6

(3)　上記の県の施策推進における法人の具体的な役割（上記(1)のNo.に対応）

No.

1

2

3

4

5

6

〔法人が記入〕

 ２　法人の経営理念、経営基本方針
　「公有地の拡大の推進に関する法律」の目的に従い、県土の調和に配慮した健全な発展と地域の秩序ある整備
を促進し、もって、県民の福祉の増進に寄与するため、現下の経済社会情勢を踏まえ、岩手県との緊密な連携の
下に新たな事業の受託に努めるとともに、保有する工業団地の分譲を推進する。
　　また、公社は、長年にわたって培ってきたノウハウ・スキルを有する用地取得・造成の専門家集団として、今後
とも、地域発展の基盤整備・産業振興の一翼を担っていくため、効率的な業務運営とコスト縮減を図りながら安定
的に健全な経営を続け、職員の確保及び能力向上にも努める。

国、県、市町村の土地利活用ニーズに応じた用地取得、造成、あっせん等事業を実施する。

本県の産業振興を図るために整備した工業団地（３団地）を分譲する。

県の施策推進における法人の具体的な役割

県　の　施　策　等

No.
目　標　値

単　位目　　　　　標

計画等の名称

企業誘致等による地域産業の拠点化・高度化の推進 いわて県民計画（2019～2028）第2期アクションプランｰ政策推進プランｰ

新規立地・増設件数

県北・沿岸地域における新規立地・増設件数
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〔法人が記入〕

 ３－１　法人を取り巻く経営環境の変化（外部環境分析）

　（将来的な見込みも含めた外部経営環境変化を箇条書きで記入）

 ３－２　法人を取り巻く経営環境の変化（外部環境分析）

　（将来的な見込みも含めた外部経営環境の変化を「機会」と「脅威」に区分し、要因、主な傾向及び対応策を記入）

区　分 外部環境要因 主 な 傾 向 対　応　策

機　会

脅　威

地方創生に向けた取組
用地不足の中、工業・産業団地整備
構想・計画等の取組が本格化

公社が担える事業について、できる限
り対応

自動車・半導体産業の集
積

トヨタ自動車が、国内第三の拠点とし
て東北地方に20万台規模の移管を
計画
円安や半導体の需要増に伴い、「日
本回帰」を含めて設備投資が活発化

県、市町と連携し、公社が保有する工
業団地等への自動車・半導体産業の
誘致に努力

現　状
　・　東日本大震災津波からの復興を支える三陸沿岸道路・港湾等を生かした産業の振興が課題。
　・　国は、地方創生を加速化・深化するために、令和４年に「デジタル田園都市国家構想総合戦略」
　　を策定、令和８年６月に「地域未来戦略」を策定予定であり、県、市町村においては、人口減少に
　　歯止めをかけることを目的に地方創生に向けた取組を推進中。
　・　県は、「岩手県自動車関連産業新ビジョン」を策定し、トヨタ自動車による「東北の国内第三の
　　生産拠点化」と足並みを揃える形で、岩手の自動車産業は着実に発展。同産業が迎えていると言わ
　　れる「100年に一度の大変革期」を好機と捉え、その動向を見据えた的確な対応が必要。
　・　北上市のキオクシア岩手では、需要が回復しているﾌﾗｯｼｭﾒﾓﾘの市場動向を精査しながら段階的に
　　設備投資を実施するとし、令和６年７月に完成した第２製造棟が令和７年９月に稼働を開始。奥州
　　市の東京エレクトロンでも、完成した半導体製造装置の新施設の稼働を令和８年４月に予定。
　・　低炭素で自給できる再生可能エネルギー発電の誘導策の下、定置型蓄電池の設置が加速。
　・　電子商取引の拡大と配送員の不足に対応し、国は、現在と同水準の物流を確保する取組を促進。
　・　北上山地が国際リニアコライダー（ＩＬＣ）建設地の候補となり、産学官の連携による誘致活動
　　を展開中。

見込み
　・　今後、三陸沿岸地域の本格復興、地方創生、地域経済の振興・活性化を図るために、市町村等が
　　新たなハード整備を進めていくことを期待。
　・　トヨタグループによる東北地方における生産拠点の集積や半導体関連企業における量産体制の構
　　築に伴い、さらなる企業集積を期待。
　・　導入が遅れていた再生可能エネルギーの普及や物流ニーズが物流施設の能力を上回ることによる
　　投資の拡大に期待。
　・　政府によるＩＬＣ誘致が決定した場合、関連するインフラ整備を期待。

企業立地支援策の充実

公社保有の工業団地が所在する３市
及び県が、補助金等の優遇制度を整
備

県、市と連携し、自動車関連のほか、
半導体、電気・電子、医療、食品、新
エネルギー等の関連企業の誘致に努
力

再生可能エネルギーの普
及

ＳＤＧｓの達成、エネルギー自給率の
向上と災害時のエネルギー確保に不
可欠である上、2050年までのカーボ
ンニュートラル実現を目標とする日本
にとって、今後ますます重要

雇用を創出しない蓄電池事業者から
の問合せについて地元市と調整し対
応

物流施設の整備
2024年問題への対応として物流施設
の整備が活発化

市町村が整備する関連施設の用地
取得等業務の受託に努力

ＩＬＣの誘致
誘致活動が活発化 関連施設用地取得等業務の受託に

向けて努力

金利の上昇
資金借入れに係る金利の上昇が継
続し、支払利息が増加

入札によって借入先を選定
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〔法人が記入〕

 ４－１　法人を取り巻く経営環境の変化（内部環境分析）

　（将来的な見込みも含めた内部経営環境変化を箇条書きで記入）

 ４－２　法人を取り巻く経営環境の変化（内部環境分析）

　（将来的な見込みも含めた内部経営環境の変化を「強み」と「弱み」に区分し、要因、主な傾向及び対応策を記入）

区　分 内部環境要因 状況の説明 対　応　策

強　み

弱　み

職員の高齢化

高年齢者の割合が高く、また、プロ
パー職員も50歳台となっており、ノウ
ハウ・スキルの継承が困難

プロパー職員の新規採用の検討が必
要

県、市町村との連携による企
業誘致のマーケティング

県、市町村との連携の下、企業訪問等を
通じて企業等の生産・立地動向を把握

県、市町村と連携を密にして、企業誘
致に努力

安定的ではない事業量

県外では、道府県の用地取得業務の一
部を公社が継続的に受託する例が見受
けられるが、本県では、当該ルールがな
く、安定的な事業確保に苦慮

国、県、市町村のニーズに応じた新規
事業の受託に努力

専門職員の存在
用地取得・造成のノウハウ・スキルを
有する職員で組織

公社の事業遂行力を維持するため
に、専門職員の確保・養成に努力

公有地の先行取得
「公有地の拡大の推進に関する法律」に
基づく公有地の先行取得が可能

市町村公社が１社（休眠中）しかない中
で、公社のみが担える事業に貢献

現　状
　・　平成21年度から令和４年度まで14期連続の黒字決算である。令和５年度においては、内部留保資
　　金の一部４億5,000万円を県へ寄附したことに伴って特別損失が生じ赤字決算を計上したが、通常
　　の活動では黒字を継続しており、令和６年度には再び黒字決算となった。
　・　自助努力で比較的大きな収益を上げることができるプロパー事業を実施できず、また、多くの公
　　社と異なって県からの受託がない。
（参考）
　令和７年度実施業務
　　一般国道４号金ケ崎拡幅事業（工事）用地先行取得業務、一級河川北上川水系北上川上流改修（一
　関遊水地）事業用地先行取得業務、一般国道４号北上花巻道路改築事業（工事）用地先行取得業務、
　一般国道106号田鎖蟇目道路工事用地先行取得業務、花巻市花南産業団地Ａ・Ｃ工区用地取得業務、
　岩手県企業局若柳貯水池用地取得事務処理業務
　
課　題
　・　健全経営の公社組織を維持していくためには、事業費に附帯する事務費の一部として一定額の人
　　件費の確保が絶対条件。国や市町村事業の先行きは不透明であるが、県も含めた新たな事業の受託
　　に努力。
　・　事業量に見合った事務費の確保が困難。
　・　これまでに蓄積した貴重な内部留保資金の事業における有効活用が困難。
　・　常勤役員を除く職員12名のうち、プロパー職員は３名のみであり、公社が保有する用地取得・造
　　成のノウハウ・スキルを維持し、継承していくためには、今後の公社を担うプロパー職員の早急な
　　確保と養成が必要。

黒字計上の事業運営

公有地取得事業の実施及び土地分
譲事業等により、平成21年度から連
続して黒字を計上

今後とも黒字経営を継続するために、
新規事業の受託に努力

内部留保資金の保有

長年積み上げてきた多額の内部留
保資金が、公社の金融機関に対する
信用を保証

入札により事業資金に係る有利な借入
先を選定するとともに、内部留保資金を
保全の上、その利息で安定経営を維持
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５　中期経営目標

　(1)　事業目標

　　〔所管部局が記入〕（県の施策推進における法人の役割を果たす上で法人が達成すべき事業目標を設定）

No. 事業目標 令和５年度成果目標値 令和６年度成果目標値 令和７年度成果目標値 令和８年度成果目標値 備　　考

　(2)　経営改善目標

　　〔法人が記入〕（次期アクションプラン[行政経営プラン]、県出資等法人運営評価、外部・内部環境分析等を踏まえて、法人が経営を行うにあたって改善に取り組むべき目標）

No. 経営改善目標 令和５年度成果目標値 令和６年度成果目標値 令和７年度成果目標値 令和８年度成果目標値 備　　考

　(注１）　目標の達成年度を記入すること（計画期間を超える場合は「備考」欄に記入）。

　(注２）　記入欄が不足する場合は、適宜追加して記入すること。

各種研修への参加による職
員の能力向上

5 5 5 5

受託事業の確保に向けた
計画的な市町村訪問

10 7 5 5

6

1

2

3

4

5

6

1

2

3

4

5

　単位：件

工業団地の分譲促進 2.7 3.8 1.6 1.4 　単位：ha程度

公有地取得事業及びあっせ
ん等事業の実施

5 5 5 5

4



〔法人が記入〕

６　中期経営目標達成のための具体的な取組内容とスケジュール

No. 目　標 責任者 担当者 具体的な取組内容 令和８年度スケジュール 備　　考

(事業目標）

(経営改善目標）

　(注）　記入欄が不足する場合は、適宜追加して記入すること。

各種研修への参加による職員
の能力向上

事務局長 各課長
職員の識見を高めるため、専門以外の研
修を含めて積極的な参加を促す。

全職員に各種研修のスケジュールを案内し、業務に
支障がない範囲での積極的な参加を推奨する。

受託事業の確保に向けた計画
的な市町村訪問

事務局長 各課長
有望な市町村に対する営業活動を計画的
に行い、公社活用の機運を醸成する。

工業・産業団地等の整備を検討している市町村を
訪問の上、用地取得業務についても説明する。

工業団地の分譲促進 事務局長
分譲整備
課長

・県及び工業団地が所在する３市の施策・方針
と整合する緊密な情報交換を行い、共通認識
の下に連携を図りながら分譲活動を進める。
・企業開拓のため、効果的な情報収集及びＰＲ
活動を継続的に実施する。

折衝中の企業及び立地企業を優先して適時適切
な訪問を実施し、当該企業の意向や産業界の動
向、増設・拡張計画の早期把握に努める。

公有地取得事業及びあっせん
等事業の実施

事務局長 各課長

現体制で可能な限りにおいて、委託者の
ニーズに対応する。

令和９年度における新規受託を確かなものとする
ため、国及び関係市町への状況確認や提案を計
画的に実施する。

5

3

1

2

4

5

4

3

1

2

5



（単位：人）

４年度
（実績）

５年度
（実績）

６年度
（実績）

７年度
（実績）

８年度
(計画)

県派遣職員 0 0 0 0 0

県職専免

県職員ＯＢ 1 1 1 1 1

その他 0 0 0 0 0

小　計　① 1 1 1 1 1

県派遣職員

県職専免 3 3 3 3 3

県職員ＯＢ 0 0 0 0 0

その他 4 4 4 4 4

小　計　② 7 7 7 7 7

プロパー職員 3 3 3 3 3

県派遣職員 2 1 1 1 1

県職員ＯＢ 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0

小　計　③ 5 4 4 4 4

プロパー職員

県派遣職員

県職員ＯＢ 13 7 5 4 3

その他 9 5 4 4 3

小　計　④ 22 12 9 8 6

35 24 21 20 18

（単位：千円）

　　　　　　　　

　　　　　　　　

　　　　　　　　

　　　　　　　　

エレベーター（2,040） 内部留保資金　　　　

　　　　　　　　

　　　　　　　　

　　　　　　　　

立体駐車場（15,038） 内部留保資金　　　　

　　　　　　　　

　　　　　　　　

　　　　　　　　

パソコン（3,867） 内部留保資金　　　　

　　　　　　　　

　　　　　　　　

　　　　　　　　

財務管理システム（2,178） 内部留保資金　　　　

サーバー（3,949） 　　　　　　　　

　　　　　　　　

　　　　　　　　

(注１）　設備投資は概ね1,000千円以上、大規模修繕は概ね5,000千円以上とする。

実施年度：５年度(実績)

実施年度：６年度(実績)

実施年度：４年度(実績)

実施年度：８年度(計画)

実施年度：７年度(実績見込 )

７　役・職員数 〔法人が記入〕

項目

(注１) 常勤監事及び非常勤監事も役員に含む。

計（①～④）

常
勤
役
員

常
勤
職
員

備　　　　考

実施年度及び計画の概要 左記の資金調達

(注２) 実績については7月1日現在、計画については4月1日現在の予定で記入のこと。

非
常
勤
役
員

非
常
勤
職
員

８　設備投資計画及び大規模修繕計画 〔法人が記入〕

(注３) プロパー職員：法人直接雇用の常勤無期職員。

(注４) その他：プロパー、県派遣、県OB以外で、他団体派遣職員や法人直接雇用の有期職員等（臨時職員も含む）。
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９　委託料、補助金等の見込み 〔法人が記入〕

（単位：千円）

４年度
（実績）

５年度
（実績）

６年度
(実績)

７年度
(実績見込)

８年度
(計画)

7,153 1,226 6,717 19,185 24,960

0 0 0 7,295 22,600

- - - - -

うち県からの補助金 - - - - -

うち運営費相当額 - - - - -

- - - - -

- - - - -

１０　長期借入金の見込み 〔法人が記入〕

（単位：千円）

４年度
（実績）

５年度
（実績）

６年度
(実績)

７年度
(実績見込)

８年度
(計画)

10,050,472 13,890,235 11,027,784 6,738,817 2,866,703

うち県からの借入残高 0 0 0 0 0

6,975,000 2,105,848 769,981 524,575 65,620

うち県からの借入額 0 0 0 0 0

3,135,237 4,968,299 5,058,948 4,396,689 2,237,267

うち県への償還額 0 0 0 0 0

13,890,235 11,027,784 6,738,817 2,866,703 695,056

うち県からの借入残高 0 0 0 0 0

１１　県による損失補償残高の見込み 〔法人が記入〕

（単位：千円）

４年度
（実績）

５年度
（実績）

６年度
(実績)

７年度
(実績見込)

８年度
(計画)

- - - - -

１２　短期借入金の見込み 〔法人が記入〕

（単位：千円）

４年度
（実績）

５年度
（実績）

６年度
(実績)

７年度
(実績見込)

８年度
(計画)

- - - - -

うち県からの借入残高 - - - - -

- - - - -

うち県からの借入額 - - - - -

- - - - -

うち県への償還額 - - - - -

- - - - -

うち県からの借入残高 - - - - -

項　目

備　　　　　考

備　　　　　考

備　　　　　考

備　　　　　考

企業局（若柳貯水池関連）

前年度末借入残高

当該年度借入額（新規）

当該年度元金償還額

当該年度末借入残高

項　目

受託事業収入

補助金収入

うち県からの委託料

項　目

前年度末借入残高

当該年度借入額（新規）

当該年度元金償還額

指定管理事業収入

うち県からの指定管理料

項　目

当該年度末借入残高

県の損失補償残高
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（会社法法人、特別法法人用）

１３　損益計算書・計画書 〔法人が記入〕
（単位：千円）

４年度
（実績）

５年度
（実績）

６年度
（実績）

増減分析
７年度

（実績見込）
８年度
(計画)

積算根拠

事業収益 3,329,451 5,309,506 4,939,381 4,434,456 2,363,653 ６年度決算額、７年度補正予算額、８年度予算額

　公有地取得事業収益 3,118,168 5,276,020 4,844,890 国土交通省事業用地（道路改良、遊水地地役権設定）の引渡し 4,415,271 2,245,693

　土地造成事業収益 204,130 32,260 87,774 0 93,000

　　 土地造成事業売却収益 180,160 29,400 86,474 分譲予定企業の計画変更 0 93,000

　　 分譲宅地事業売却収益 23,970 2,860 1,300 ６年度において分譲宅地が完売 0 0

収 　あっせん等事業収益 7,153 1,226 6,717 岩手県企業局からの受託 19,185 24,960

事業外収益 99,515 97,849 97,498 100,218 103,637

　受取利息 2 44 177 金利の上昇 403 245

　有価証券利息 97,000 96,707 95,363 普通預金及び定期預金の一部を振り替えて運用 98,955 100,646

　雑収益 2,513 1,098 1,958 ６年度には社用車２台の売却による収益あり 860 2,746

入

当期収入合計(A) 3,428,966 5,407,355 5,036,879 4,534,674 2,467,290

事業原価 3,283,591 5,305,722 4,936,073 4,434,456 2,356,010

　公有地取得事業原価 3,118,168 5,275,776 4,844,890 国土交通省事業用地（道路改良、遊水地地役権設定）の引渡し 4,415,271 2,245,693

　土地造成事業原価 161,226 28,745 84,467 0 85,357

支 　　 土地造成事業売却原価 159,292 28,526 84,233 分譲予定企業の計画変更 0 85,357

　　 分譲宅地事業売却原価 1,934 219 234 ６年度において分譲宅地が完売 0 0

　あっせん等事業原価 4,197 1,201 6,716 岩手県企業局からの受託 19,185 24,960

販売費及び一般管理費 60,873 84,428 89,872 受託料で賄えない人件費の増 94,360 108,732

事業外費用 0 0 0 1 1

　雑損失 0 0 0 1 1

特別損失 0 531,090 0 0 0

出 　特別損失 0 450,000 0 0 0

　投資有価証券売却損 0 81,090 0 0 0

予備費 0 0 0 5,000 2,000

当期支出計(B) 3,344,464 5,921,240 5,025,945 4,533,817 2,466,743

84,502 -513,885 10,934 857 547

(注）科目欄は適宜追加すること。

科　　　　　目

当期利益（A)-（B)＝（C)
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